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韓国における女性政策のパラダイムの変化  
李芝英  
1．はじめに   
韓国において女性政策1は第2次世界大戦の終結後、GHQの占領政策として始ま  
り、民主化のシンボルとして進められた。だが、男女平等を具体化する法律は整えら  
れず、男女平等は唆昧にされたまま、保健厚生省婦女局を中心に女性を保護する政策  
が立案され、実施されてきた。そうしたなか、国連による女性問題の喚起と一連の取  
り組みは、世界各国に女性の地位向上と男女平等に向けた政策の形成と実施を迫る圧  
力となった。韓国でも国際的合意の国内的取り組みが始まり、女性政策は大きく変化  
してきた。韓国の女性政策は1999年に開催された国連女性の地位委員会の審議過程  
ではジ ェンダーの主流化の優れた例とされる2など、特に90年代後半から政策手段  
を国際水準に近づけるラジカルな変化が起こっている。本稿は韓国の女性政策の変化  
を政策パラダイム諭とフレーミング論を用いて明らかにすることを試みる。  
2．分析枠組み  
2．1．政策パラダイム   
制度変化、政策変化に関しては主にその安定性、持続性に焦点が当てられ、説明さ  
れてきた。政治アクターは独自の価値判断や利害を有し、政策決定過程に参加するが、  
政治アクターの異なる事実認織や利害を調整するのは容易ではなく、政治アクターは  
相互に安協せざるを得ず、限定的な変化しか起こらないとするリンドプロム（Charles  
Lindblom）の研究3からインクリメンタリズムは多くの公共政策分析に用いられて  
きた‘1。また新制度論と学習概念も漸進的な政策変化を強調する。新制度論は経路依  
存による漸進的な変化を説明する。アーサー（BrianArthur）が明らかにした産業技  
術の発展経路を閉鎖するファクター、高い初期コスト（Largeset－upOrfixedcosts）、  
学習効果（LearningefEects）、調整効果（CoordinationefEect）、適用性の期待（Adaptive  
expectations）、をノース（DouglassC．North）が制度に適用した5。ノースは一度選  
択された制度配列は、経済的、政治的パフォーマンスに重要な意味を持ち、それと大  
きく異なる代替案を採用するコストを増加させ、合理的アクターが既存の政策経路か  
ら抜け出すことを妨げる6とする。他方、政策過程を政治的対立、その対立の解決の  
過程ではなく、政治的学習過程としてとらえる学習概念は、政治家や官僚レベルの政   
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策学習から社会のほとんどのメンバーを含む、より一般的な社会的学習までを含み、  
学習内容も政策に関する知識や情報から政策手段、政策プログラム、政策理念と広範  
囲にわたるが、その多くがアクターの有する信条、価値構造が政策変化においてラジ  
カルな変化を妨げるとする7。   
それに対してラジカルな政策変化を提示するのが政策パラダイム論である。ホール  
は、クーン（ThomasKuhn）が提唱した科学の発展パターン8のアナロジーで、政  
策パラダイムを概念化し、政策変化のパターンを抽出した。政策パラダイムは、問題  
の認識構造、政策目標とそれを達成する道具、政治的言説に関する「解釈フレームワー  
ク」とされる。その変化の過程で重要な役割を担うのが理念（idea）の要素である。  
政策パラダイムの変化は第一段階の政策手段のセッティングから、所与のパラダイム  
の下で変則性に対し、新しい政策手段がアドホックに導入される第二段階の変化へ、  
そしてクリティカルな変化、すなわち政策パラダイムが変化する三段階にわたる。所  
与のパラダイムの下でアドホックにとられた政策実験が失敗し、その政策失敗が所与  
のパラダイムヘの信頼を失わせ、権威（authority）をシフトさせる。ホールはイギ  
リス経済政策におけるケインズ主義からマネタリズムへの変化をこの「解釈フレーム  
ワーク」の変化によるラジカルな変化9として説明することに成功している。  
2．2．フレーミング   
だが、ホールの政策パラダイム論は科学パラダイムのアナロジーの問題点が指摘で  
きる。科学パラダイムと異なって、問題の解決という政策の有用性のみではパラダイ  
ムの変化は説明できない。新しい政策理念は一般大衆の支持が必要で、一般大衆にア  
ピールするためにどのようにフレーミングされるかを説明しなければならない。フ  
レーミング・プロセスは政策理念の大衆支持を目的とした政治アクターの討議的活動  
と戦略である。フレーミング論は1980年代社会運動との関連で展開され10、90年代  
後半からは福祉国家の変化とその変化の多様性を説明するのに用いられてきた11。  
2．3．先行研究   
韓国では、国が展開する一つの政策分野という視点からの研究は1990年代からな  
されているものの、政治学的手法を用いた研究や政策変化に関する研究は多くない。  
クオン・ヨンジャの研究は韓国の女性政策を時系列的に分析し、女性政策に関する初  
の体系的な研究といえる。また日本の自治体国際化協会は1995年女性発展基本法制  
定以降の個別法と女性政策の推進体系、自治体の事例を紹介している12が、いずれ  
も理論的考察が課題として残っている。キム・ギョンジュは母性保護政策を中心にノ・  
テウ政権、キム・ヨンサム政権、キム・デジュン政権の政策ネットワークを分析し、  
政策ネットワークの母性保護政策の形成に及ぼす影響を論証している13が、国連に   
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よる女性政策の推進や政策理念の伝播を所与のものとして扱い、政策ネットワーク内  
部でかかる政策変化への外部圧力に対してどのように反応し、受容し、政策形成に反  
映していったのかについては言及していない。   
本稿は女性政策のパラダイムを「男女平等と女性の地位向上をめぐる諸問題の中で、  
いま解決すべき問題として何が認識され、どのような政策手段を通じてその間題の解  
決が図られ、男女平等と女性の地位向上が実現するかについて具体化する理念のセッ  
ト」と定義する。政策パラダイム論は主に経済政策や農業政策の変化の分析に用いら  
れてきた14が、経済政策以外の分析にも適用15されている。李は日本の女性政策の  
変化を政策パラダイム論を用いて、保護パラダイムから共同参画パラダイムへ変化し  
たと論じている16が、李の研究においても科学パラダイムのアナロジーの問題は解  
決していない。本稿はホールの三段階にわたるパラダイムの変化を基に、女性政策  
の理念の対立と変化がどのように政策過程に影響を及ぼし、制度として定着して行っ  
たのか、そして新しい政策理念を正当化するために政治アクターがどのようにフレー  
ミングしていったのかというプロセスにも注目して、韓国の女性政策のパラダイムの  
変化を考察していく。  
2．4．政策理念   
女性政策の政策理念には三つがある17。「平等」と「保護」と「ジェンダー平等」である。  
まず、「平等」は男女間の性差を考慮しない。政策的には政治的、社会的に男女に同  
じ基準を適用し、同等の機会を与えるべきだと主張する。一方、「保護」は男女間の  
性差に立って、男性とは異なる女性に特別な保護を与えることで男女平等は実現でき  
るとする。だが「平等」に射し「保護」は、「平等」は女性に男性の基準を押し付け  
るものであり、弱者切捨てであると批判し、「保護」に対し「平等」は、「保護」は女  
性に差別的措置がとられても「男女は本質的に異なる故、当該措置は合理的である」  
と解され、男女不平等の正当化につながりかねないと批判する。両者は政策的に二者  
択一を迫り、対立してきた。「平等」、「保護」の代案として登場したのが「ジェンダー  
平等」である。「ジェンダー平等」は性差にもとづぐ性別役割分業を排除し、性差に  
とらわれず、男女が共に同じ役割を果たし、共に責任を負うことを強調する。政策的  
には女性も男性も意思決定の場に、仕事に、育児・家事・介護に参加できる社会シス  
テムの構築を求める。  
2．5．分析の対象   
韓国の女性政策は立法による法律の枠組み作りと計画（女性政策基本計画）の実施  
によって進められてきたが、本稿は法律を取り上げる。その中でも男女雇用平等法  
（1987）と女性発展基本法（1995）が主な対象となる。男女雇用平等法は、これまで   
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法律上の明文の規定がないまま行政指導で進められてきた男女の機会及び待遇の平等  
の促進に法律上の根拠を与えたもので、女性政策の決定過程においてはじめて「保護」  
か「平等」か、男女平等と女性の地位向上をめぐる政策理念の討議が行われ、対立が  
広がった。一方の女性発展基本法は憲法の男女平等の原則を具現化するための媒介項  
をなすもので、はじめて男女平等と女性の地位向上の推進を国とl計治体の責務、国民  
の義務として定めた。いずれも韓国の女性政策の変化に大きな意義をもつものと思わ  
れるからである。そしてフレーミング・プロセスでは国連が掲げる「ジェンダー平等」  
という新しい政策理念を前に、「ジェンダー平等」を進める女性政策を世界化に向け  
た「国家発展の粗略」としてフレーミングし、「女性の社会参与拡大10大課退」に女  
性発展基本法を位置づけた世界化推進委員会女性小委員会の役割が焦点となる。  
3．パラダイムの生成   
終戦後、韓国において1945年9月から1948年8月まで続いたGHQの占領政策の  
目標は、「資本主義体制と民主主義秩序の確立」であり、女性政策は民主化の一つ  
の尺度と見倣された18。秩序を維持し、行政の空白を避けるという行政の合判坪1ミか  
らGHQは朝鮮総督府の行政機構をそのまま踏袈し、衛生局を拡大した保健厚牲省に  
1946年9月アメリカの労働省婦人局をモデルに、史上初の女性問題専抑の婦女局を  
設置した。婦女局の下には労働課、児童課、事務課が置かれ、1947年までには地方  
に婦女係が作られ、組織化が進んだ。女性の地位向上と労働条件の改善、福利増進、  
資料収集と調査研究が婦女局の目的であったが、民主主義と普通選挙の普及のための  
啓蒙活動が主であった1∈｝。  
1946年9月占領1周年を迎え、GHQは行政の韓国民化を進め、12月に過渡」）‡法議  
院を開院したが、4人の女性議員が経済、政治、文化等あらゆる分野における男女平  
等を主張し、民主的な立法を求めた。立法議院は普通選挙法を成立させるのみに終わっ  
たものの、女性議員たちの主張は1948年7月に公布された大樺民湛I憲法の班女平等  
の原則につながった2り。大韓民国憲法の特徴は男女平等をうたいながら、17条におい  
て女子と年少者の労働を特別に保護していることである。それは戦後の食粗靴とイン  
フレ、かかる社会環境の下での女性と年少労働者の低賃金、劣悪な労働状態を反映し  
てのものであった。だが、男女平等を具体化する個別の法律は生えられず、憲法の労  
働者の権利条項と女子と年少者の労働の特別な保護条項をうけて1953年に制定され  
たのが勤労基準法である。勤労基準法は1947年に法制化された日本の労働基準法（以  
下労基法と略称）の強い影響をうけたもので、史上初の女性保護法規となった。勤労  
基準法には時間外労働・休日労働、午後10時から翌朝5時までの深夜労働、危険有  
害労働、坑内労働を禁止し、6週間の産前産後休業、生理休暇を盛り込んだ女性保護   
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規定が置かれたのである。そのなかで生理休暇は日本独特のものであったが、韓国の  
場合、有給で生理休暇を与えている21。1930年代、1940年代初め、植民地戦時体制  
下、女性は安価な労働力として雇周されたが、女性の割合が最も高い業種は紡織工業  
で、1930年74．8％、1940年73．1％であった。しかも1940年以降は16歳以下が全体  
の50％を占める。戟後その比率は減少するものの、朝鮮戦争の勃発で再び戦時体制  
を迎えた女性たちは長時間、夜間労働を強いられるようになり、年少労働者の比率も  
増加に転じる22。原案では生理休暇は次世代を生産する母体の保護のため有給3日で  
あったが、各紡織工場で世論調査が行われた結果、「貸金収入がほしいから最低有給  
1日が望ましい」、「無給の場合は休まず働く」との回答が最も多く、有給1日の休暇  
となったのであるお。かくて女性保護規定の趣旨は、戦時体制の厳しい労働環境の下、  
「男性より身体的に弱く、男性と異なる妊娠、出産、育児という特殊な機能を持つ女  
性を特別に保護することで男性との平等を図り、女性の地位向上を図る」というもの  
であった24。   
GHQ占領期の過度立法議院を経て、1948年朝鮮半島の南だけの大韓民国政府が樹  
立し、11の中央省庁体制でスタートした。保健厚生省は廃止され、労働、保健、厚  
生は新設された社会省の各局として置かれ、婦人局も社会省傘下に置かれた。その際  
婦人局の機能にも変化が見られ、指導課と保護課に再編され、主に戟争の未亡人、売  
春女性の保護と指導を担当するようになった。これは労働問題を含む女性問題全般  
と女性の地位向上を取り扱うGHQ占領期の婦女局の機能を女性の「保護」に限定し  
たものである。1950年保健局が保健省となり、婦人局の指導課と保護課が婦女課に  
統合した。勤労基準法の制定により女性労働に関する業務は労働局に新設された基準  
課に移管された。1953年には保健省と社会省が競合され、保健社会省へ、労働局は  
1963年労働庁に拡大し、保健社会省の婦女局は児童業務も加わって婦女児童局になる。  
1981年ようやく労働庁は労働省となり、基準課は勤労基準局へ、その下に婦女少年  
課が置かれた。11月には勤労基準局長の下にあった婦女担当官が婦女指導官に昇格  
して労働省次官の下に置かれるようになる。一方保健社会省の婦女児童局は家庭児童  
局へと変わる茄。ここで、GHQ占領期の女性政策から労働が分離していくことが分  
かる。保健社会省の家庭児童局が一般女性の保護、労働省の婦女少年課と婦女指導官  
が女性労働者の保護に重点をおき、韓国の女性政策において「保護パラダイム」が生  
成したのである。   
ところが、労働省が出来るまで長い年月がかかったように保護パラダイムの生成  
は遅かった。1953年初の女性保護法規として制定された勤労基準法であったものの、  
国家主導の経済開発政策が強力に進められるなか、女性は労働力として重視され、勤  
労基準法は長い間施行されず、施行令が制定されたのは1969年11月である。70年代  
に入っても経済発展路線は続き、労働運動が規制されるなか、女性の労働環境の改善   
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は遅く、女性にとって「保護」は長い間最も解決されるべき問題であり、勤労基準法  
の女性保護規定を中心に「保護」を求める要求が高まったのである。  
4．パラダイムの危機と抵抗  
4．1．外部圧力  
「国連婦人の10年」（1975年～1985年）の期間中、各国の女性政策の国際的基準と  
なるべく女性差別撤廃条約は採択された（以下条約と略称）。条約は「女性に対する  
差別」を性にもとづく区別、排除、または制限であると規定し、政治的、経済的、文  
化的、市民的、その他いかなる分野においての差別を否定する。特記すべき点は、女  
性保護に関する立場である。条約は女性保護を妊娠、出産に関する「母性保護」とそ  
の他の「一般保護」に分け、「一般保護」については差別を生む効果があるとして排  
除しようとした。「保護すべき弱い性」から「権利の主体としての女性」へと認識の  
転換をなしているのである26。条約は履行確保のために女性差別撤廃委員会（以下委  
員会と略称）を設け、締約国に報告を義務付けている。締約国は条約批准の2年後に  
最初の、その後4年ごとにナショナル・レポートを報告する。委員会は締約国の報告  
を基に審査し、最終コメントを各国に提案、勧告を行う。国連は1980年の第2回世  
界女性会議において条約の署名式を行い、国際婦人年最終年までに条約の批准を取り  
付けるというタイム・テーブルを作成、活動を繰り広げていった。   
一連の国連の取り組みは、国際政治と国内政治をリンクさせ、何が解決すべき女性  
問題であり、それを解決すべき政策をどのように開発するのか、その認識の枠組みと  
政策アプローチの共有を可能にし、新たに「平等」の実施を迫る「圧力」となったの  
である。  
4．2．男女雇用平等法の成立   
「国連婦人の10年」は、韓国が具体的に女性政策に取り組む転機となった。1983  
年には条約に署名、国務総理の傘下に各省の長官と民間委員から成る女性政策審議委  
員会が、政府の女性問題専門の研究機関として韓国女性開発院が発足した。1984年  
条約の国籍と家族における平等を規定した9条と16条に対し、韓国国内法が父系血  
統主義を原則としているため留保したまま批准を行った27。経済分野においては1981  
年に女性の職業訓練の強化を規定した職業訓練法の制定をもって男女間格差の是正に  
努力しているとし、条約の基準をクリアしたと判断したのである。だが、経済開発政  
策が進むにつれ、女性の職場進出は増加し、1983年労働力全体に占める女性の割合  
が38．5％に達するものの、雇用の現場には女性であることを理由とした若年定年制、  
結婚退職制、出産退職制、男性のみの募集等、企業の差別的慣行があった。   
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1983年、雇用分野における初の性差別問題を扱った訴訟が提起された。男性55歳、  
女性43歳を定年とした会社の人事規定は憲法の男女平等条項に反する女性差別措置  
であると主張されたのである。だが、この「キム・ヨンヒ事件」では地裁（1983年6  
月）、高裁（1985年2月）において「この間題は女性であることを理由とした差別で  
はなく、職種の特殊性などを考慮した合理的差別である」とする判決が言い渡された。  
また1985年には交通事故で死亡した未楯女性の損害賠償請求訴訟で地裁は「女性は  
一般的に25歳で結婚するので、会社員としての収入は25歳までで、26歳から55歳  
までは日雇い労働に従事する女性の平均賃金に相当する」という基準を示した（1985  
年4月）。この「イ・ヨンスク事件」の判決には結婚退職制と主婦の家事労働に対す  
る低い認識が反映されている28。   
かかる一連の事件を発端に男女差別の是正と「平等」を求める声が高まった。韓国  
女性開発院は1985年12月に男女雇用平等法に関する外国の立法例を紹介し、男女雇  
用平等法案を盛り込んだ研究報告書をまとめた。当時の軍事政権は同報告普に難色を  
示し、報告書の配布を保留させたが、1987年の憲法改正で大統領選挙が間接選挙制  
から直接選挙制になり、女性の権利と母性保護を保障する条項が置かれたことをうけ、  
与党民正党（民主正義党）のキム・ヨンジョン女性議員、その他亜人の発議で男女  
雇用平等法案は国会に提出された29。法案は1985年制定の日本の男女雇用機会均等  
法（以下均等法と略称）をモデルに、労働省婦女指導官のイニシアティブで「男女就  
業平等法案」として検討されたが、財務省や経済企画院の反発を憂慮して議員立法の  
形をとることになった。それ以降、女性政策における法案作りはこの議員立法の手法  
が継承されることになる。国会掟出の前段階の民正党党政協議では「法自体はいいが、  
女性は勤続年数が短く、生産性において男性に衰える。なのに採用から定年にいたる  
まで男女を平等に扱うのは企業活動に支障をもたらし、経済発展を損ないかねない。  
現状では時期尚早である」という意見と「法は時代を導いていくものである。未来を  
見据えた法規であってこそ社会は正しくなる」という見解が対立したが、「男女就業  
平等法案」は党政協議を通過し、民政党の公聴会にかけられた30。この公聴会で法案  
の内容が初めて公開されたのである。公聴会には関係機関、学者、使用側、労働側が  
参加したが、謙論の的となったのは勤労基準法の女性保護規定であった。使用側は「女  
性保護を続けることは女性に対する過保護であり、むしろ女性の職場進出の阻害要因  
となる。女性を男性と同等に待遇するには母性機能に関するもの以外の女性保護規定  
の緩和ないし削除が必要である」と主張した。使用側が過保護の典型としたのが有給  
の生理休暇で、「先進国にも前例のないこと、日本ですら無給である」ことを理由と  
してあげている。学者からは同法の必要性は認めながらも、母性保護以外の女性の一  
般保護に関しては「廃止しているのが世界の趨勢で、長期的には女性保護規定を廃止  
する方向が望ましい」といった見解の他に、法案の内容と関連して「宣言的で、実効   
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性が弱い」という意見が出された：il。だが、勤労基準法の女性保護規定は維持された  
まま、「男女就業平等法案」は「男女雇用平等法案」として1987年10月国会に提出  
された。   
国会審議ではキム・ヨンジョン議員から「我が国の経済発展の過程において女性の  
参加と寄与が大きかった。にも関わらず長い間形成されてきた性役割分業意識と慣習  
の故、女性は雇用の入り口である採用から訓練、配置、昇進の寝相の全過程で能力と  
関係なく差別をうけてきた。国連は1975年を世界女性年と宣言し、女性の地位向上  
を図る活動を活発に展開して、我が政府も条約に批准している。男女雇用平等法はも  
はや時代の要請であり、女性の共通の要求である。88年のソウル・オリンピックを  
機に国際社会における我が国の地位向上のための歴史的時期を迎えたこの時点で、女  
性の潜在能力を積極的に開発して国家と社会発展に寄与させるのは我々の課題であ  
り、民主発展の象徴となるだろう」と提案説明があった。国会審議で問題となったの  
は法律の命名で、「『男女雇用平等法』というのは男女差別があることを前掟にするも  
ので、『女性雇用保護法』にすべきである」という意見が出され、これに対し、「この  
法の原則と概念は男女間の権限を同等にするということで、必ず平等は必繋である」  
という主張とともに「だとすると日本でもそうであったが、同法とともに労基法など  
関連法を改正しているが、我々は勤労基準法をそのままにして同法だけを成立させよ  
うとしている。関係法律も平等の方向に改正していく忠一駁はあるのか」という質問が  
出された。この質問に労働省長官は「保護から男女同等の権利へというのが世押的趨  
勢で、日本でも均等法の制定の際、生理休暇は廃止しているし、労基法の女性保護規  
定も大幅削除している。ただ我が国においてはまだ勤労女性を保護すべき分野が相当  
あり、使用者によっては女性に対して差別的待遇をしている。ご指摘の過り、社会的  
にコンセンサスが得られたら我が国も漸進的に女性保社規定をなくす方向で政策を修  
正していくべきではないか、それが女性の能力開発に寄与するのではないか、という  
側面から慎重に検討していくべき事項だと思う」と答弁した：毒2。   
かくて男女雇用平等法は1987年12月に成立した。モデルとしたlヨ本の均等法は「保  
護」と「平等」の政策理念の激しい対■立で、法制定まで7年という長い年月を要し、「勤  
労婦人の福祉増進、職業生活と育児、家事その他の家庭生活との調和」を本旨とする  
勤労婦人福祉法の漸進的改正と労基法の女性保護税定の大幅削除により成立した：与：iが、  
韓国の男女雇用平等法は制定当初は「保護」か「平等」かをめぐる対立はさほどなく、  
勤労基準法の女性保護規定に対しては今後社会のコンセンサスを得て慎重に漸進的に  
廃止する方向で検討していくという立場からわずか1年で単独で成立したのである。  
4．3．男女雇用平等法の限界   
日本の均等法は様々な限界を抱えていた。まず、指摘できるのは均等法がl生別役割   
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分業を法的に認めていることである。勤労婦人福祉法の「職業生活と育児、家事その  
他の家庭生活との調和」の本旨を残し、現に女性は「家庭と仕事」、男性は「仕事ひ  
とすじ」の新性別役割分業ともいうべき構図が定着してきたのである。また、採用・  
募集について男性のみは違法であるが、女性のみは適法であると片面性が認められ、  
男女職場分離が進んで女性のみが補助的業務に当てられても一見明白なものでない限  
り、「能力主義による処遇」と主張されたときには差別の問題として扱いにくくなっ  
てしまう。第三の問題点は均等法の弱い実効性である。均等法において「教育訓練・  
福利厚生」、女性の結婚・妊娠などを理由とした「定年・退職・解雇」のみが禁止規  
定で、それ以外は努力義務規定であるが、努力義務は私法上違法性が問題となること  
はない。本格的な救済措置としては婦人少年室に設けられた機会均等委員会による調  
停があるが、調停開始には調停対象であること、関係当事者双方の同意、婦人少年室  
長の認定の3つの条件が満たされなければならない別。   
韓国の男女雇用平等法は均等法をモデルとしたため、上記の問題点をそのまま抱え  
ての施行となった。均等法と異なるのは、「定年・退職・解雇」における性差別行為  
に対し、250万ウォンの罰則を設けていること、女性労働者に1年の無給の育児休暇  
を与えていること35、そして救済措置として地方労働事務所に雇用問題調整委員会を  
設け、関係当事者一方あるいは双方からの依頼、地方労働行政機関の長の助言、指導、  
勧告に不服の場合、地方労働行政機関の認定の場合に開始していることである。また  
日本は労基法4条に同一労働同一貸金規定があるため、均等法では規定していないも  
のの、韓国の場合、勤労基準法には同条項がないにも関わらず、均等法の影響で男女  
雇用平等法にも同規定が抜けていることである。  
1987年、革新的な女性団体を中心に女性団体連合が結成された。女性団体連合は  
男女雇用平等法の問題点を指摘し、法施行直後から改正を求め、男女雇用平等法改正  
運動を繰り広げた。これに賛同する労働団体、学者、女性国会議員の連携により、男  
女雇用平等法改正案は議員立法で国会に提出された。1989年には同一労働同一貸金  
条項が設けられたが、イギリス、アメリカ、フランス、カナダの例を参考資料とし  
ている36。また罰則が強化され、同一労働同一貸金規定の違反、「定年・解雇■退職」  
における差別行為は2年以下の懲役あるいは500万ウォン以下の罰金、「教育訓練、  
配置、昇進」における差別行為は250万ウォン以下の罰金となる。かくて雇用におけ  
る男女平等を強化する方向で法改正がなされたものの、一方で勤労基準法の女性保護  
規定も強化が図られ、事業主に女性労働者からの請求がなくても有給の生理休暇の付  
与が義務付けられ、夜業の場合は労働省長官の許可とともに新しく女性労働者の同意  
が条件付けられたのである。これは男女雇用平等法改正運動に参加した女性団体、労  
働団体、それに賛同する学者、女性国会議員が条約の「『母性保護』は差別と見撤し  
てはならない」という規定と憲法の「母性保護」条項を掲げて、生理を母性に関わる   
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機能とし、その他の女性保護規定は女性の身体に関わるもので「間接的母性保護規定」  
であると再定義したからである。母性機能を妊娠・出産に限らず、広義にとらえてい  
ることが分かる37。だが、議員立法で国会での審議期間が短く、国会法に基づく国会  
レベルの公聴会は開かれず、生理休暇を含む女性保護規定の緩和ないし廃止を求める  
使用側の意見は反映されなかったのである。使用側を中心に「現実離れした『保護』  
も『平等』もというのでは経済成長に支障がもたらされ、かえって女性の雇用の妨げ  
になる」という主張が広まり、保護パラダイムの下、「保護」と「平等」をめぐる緊  
張が高まるなか、新たな課題が登場した。セクシュアル・ハラスメントと新人事制度  
に代表される間接差別、救済制度の機能不全の問題がそれである。   
まず、セクシュアル・ハラスメントであるが、韓国では1993年の「ソウル大学り  
助手事件」により社会的に注目されるようになった。セクシュアル・ハラスメントの  
社会問題化は国際婦人年以降、「平等」の理念、女性の権利意識が強まったことの延  
長線上にあるといえる。ソウル地裁への提訴をきっかけにセクシュアル・ハラスメン  
トは当事者個人間の私的な問題ではなく雇用の場における権力関係による性差別であ  
ることが認識され始めたのである。だが、男女雇用平等法上規定がないため、地裁で  
は民法の公序良俗の規定を援用し、当該行為は公序良俗に反すると迂回的に解釈して  
3000万ウォンの損害賠償が命じられたものの、高裁では「一般人の常識から判断すべ  
きで、当該行為に悪意はなく、軽微である」として原告敗訴の判決が下されたのであ  
る謂。一方新人事制度は、男女雇用平等法施行による労働省の「女性行員制度の廃止」  
命令への対応として議論されるようになった。1992年1月から行員の男女別採用の禁  
止、既存の男女差別的な人事規定の改正を迫られた金融界は、既存の男性行員を昇進  
が保障される総合職に、女性行員を昇進に制限のある一般職に分け、92年の新入社員  
からは総合職と一般職のコース別に採用するという内容の「女性行員人事管理制度改  
編案」をまとめたのである。コースは個人の意思で選択できるようになってはいるも  
のの、コースを分ける基準は転勤の可能性であり、現実的に転勤が容易でない女性は  
一般職を選ばざるを得ず、女性のみが補助的職務に当てられる結果となった39。新人  
事制度は金融界以外の職種へと拡大し、男女の職場分離が進んだが、片面性を認めて  
いる男女雇用平等法では差別問題として扱うことができない。最後に救済制度の問題  
であるが、男女雇用平等法が施行された1988年から1994年まで6年間、雇用問題調  
整委貞会に調停が依頼されたのは10件に過ぎず、同委員会が調停事案として認めな  
かったのが1件、調整成立は4件のみである。紛争処理機関としての同委員会の活用  
が低調で事件の依頼自体が少なく、差別の救済が不全であることが分かる40。   
かかる諸課題を解決すべく女性団体と労働団体は連携して男女雇用平等法改正を求  
めたが、1995年8月に育児休暇を「勤労女性と勤労女性に代わる配偶者」へと拡大し、  
250万ウォン以下を500万ウォン以下へと罰金を強化、また雇用問題調整委貞会の名   
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称を雇用平等委員会に変え、調停機能の佃に女性の雇用促進、男女平等な機会及び待  
遇、母性保護その他勤労女性の地位向上と福祉に関して協議する機能を追加する改正  
に終わった。セクシュアル・ハラスメントや間接差別の問題はその違反行為の成立を  
判断することが困難だとして労働省と使用側が反対を示し、国会の労働環境委員会で  
も研究、検討を掘り下げる必要があるとして審議が見送られたのである。男女雇用平  
等法は依然としで性役割分業を前提に、片面性を維持し、実効性の弱いままであった。  
4．4．政務長官第2室の発足   
女性政策を担当する行政機構として、初めて政務長官第2室（以下政務第2室と略称）  
が1988年復活した。これは1987年の大統領直接選挙によって当選したノ・テウ大統  
領が選挙公約で掲げた女性省新設に応えてのことであったが、政府内では女性省新設  
への議論があまりなかったことと、業務を中心に編成されている行政組織を女性とい  
う対象中心に改編することは困難であるという意見が強かったこと、財政上の問題で  
財務省や経済企画院が反対を示したことから、機能せず休止状態にあった政務第2室  
が女性政策機構となった41。政務第2室は国務総理訓令により青少年、老人、宗教政  
策とともに女性政策を担当するようになったものの、政務第2室には法案の提出権や  
審議権、政策の執行権がなく、機能は研究開発、省庁間の調整に制限された。政務長  
官は次官級であったため他省庁の長官を相手に協力を要請し、女性政策の調整を行う  
にも限界があり、政務第2室は象徴的な意味を持つ機構にとどまったのである42。   
かくて保護パラダイムは「国連婦人の10年」を機に注入された「平等」に大きく  
揺れ動いた。だが、男女雇用平等法は様々な限界を抱えての施行となり、初の女性政  
策担当機構である政務第2室は象徴的な機構にとどまり、新たに台頭した諸問題にう  
まく対応できずにいた。男女平等と女性の地位向上をめぐる異なる意見や政策理念が  
話し合われる討議の場はなく、女性に対する一般保護も「間接的母性保護」と「母性  
保護」を広義に解釈し、「母性保護」なくして「平等」なしという認識を共有する女  
性団体、労働団体、学者、女性国会議員の連携で保護パラダイムは椎持されたのである。  
5．パラダイムの変化  
5．1．世界化推進委員会女性小委員会のフレーミング戦略   
軍事政権の終焉とともに1993年に発足したキム・ヨンサム政権は長期の軍事政権  
下で生じた政治・経済・社会の歪を是正すべく、政治腐敗の根絶、成長優先から経済  
の公正性、透明性の重視、政治と経済の癒着の断ち切り、地方自治の実施等の改革を  
掲げた43。その背景には21世紀を目前に起こっている冷戦構造の崩壊、脱産業社会  
という地球規模の変化を前に、過去のように秩序が定着してから先進国をモデルに取   
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り入れていく「後発性利益」を期待していては変化の波に乗り遅れて、樺匝＝ま先進国  
の仲間入りが出来ず取り残される44という意識があった。21世紀目前のかかる変化  
を文明史的大変化としてとらえ、変化を先取りしようとする「世罪化構想」が1995  
年1月に打ち出され、その実施に向け「世界化推進委員会」が大統領直属に設置された。  
世界化推進委員会は世界化時代を、知識・情報、経済の相互依存と鰊限の競争、環境、  
文化、地方自治の時代とし、世界化を新しいパラダイム、国家発展戦略に位階づけた  
のである。世界化推進委員会小委員会の一つに女性委員会が設けられ、5J：Jに「女性  
の役割と女性の地位の世界化案」が議論された‘15。   
その女性小委員会に大きな影響を及ぼす20世紀最大規模の世界会議が9月に開か  
れた。第4回世界女性会吉敷 北京会議である。190カ国の政府、国連機関から17，000  
人が参加し、「北京行動綱領」が採択された。行動綱領は、女性政策の推進機関を政  
府の最高レベルに置くこと、あらゆる政策分野に「ジェンダー平等」の札・さ二（を収り入  
れ、女性の政策決定過程への参画を促すこと、そのための女性のエンパワーメントを  
強調している‘i6。女性政策の理念が国際婦人年以降の「平等」から「ジェンダー平等」  
に変化したのである。その背景には国連開発計画（UNDP）の動きがある。UNDPは  
1990年から平均寿命、教育水準、国民所得を基に人間開発指数（HDI）を報㍗して  
きたが、男女間不平等を考慮していないという指摘から、HDIを女性と連関させた。  
HDIにおける男女間格差を割り引いたジェンダー開発指数（GDI）と女件が経宿弊や  
政策決定過程にどれほど参加できているのか測るジェンダー・エンパワーメン1、測定  
（GEM）を考案し、北京会議の準備段階でレポートを発表したのである▲17。1995年の  
最初のレポートによると、韓国はHDIでは世界31位を、GDIは37位を）－1丁め、あま  
り差は見られなかったもののGEMになると90位と、女性の参画が過れていること  
が指摘された48。   
まず、女性小委員会は女性問題は女性ではない、むしろ男性が提起してこそ客観性  
が担保され、効果的であるとして、イ・サンヒ国家科学技術諮問会議委Hを委日長に、  
省庁間セクショナリズムと官僚の女性政策に対する低い認織に挑み、省庁間調解と説  
得に乗り出した。1995年を「女性政策の世界化元年」と掲げる政務節2室と北京会議  
の参加で新しい政策理念への変化に影響をうけた女牲団体の支援と協力を柑ながら、  
女性小委員会は世界化時代に向けて男性中心から男性・女性の相互補完的な新しいパ  
表1世界化推進委員会女性小委員会委員  
イ・サンヒ（男性）   国家科学技術審議会講委員   
イ・インホ（女性）   ソウル大学西洋史学教授   
キム・ジンエ（女性）   ソウル・フォーラム代表   
ユン・ホミ（女性）   朝鮮日報編集部  
ジョ ・ウン（女性）   束同大学社会学教授   
『女性新聞』1995年11月3日より作成：職業、職位は当時のものである。   
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表2 女性の社会参与10大課題  
政策課題   所管省庁   
保育施設の拡充及び充実化   保健福祉省   
放課後児童指導   政務第2室、今後指定する省庁   
学校給食の全面実施   教育省   
女性の政策決定の場への参与促進案の導入  財政経済院、内務省、建設交通省、政務第2室   
公企業の女性雇用インセンティブ制の導入  財政経済院   
母性保護費用の社会分担体系の確立   保健福祉省、労働省   
女性人材・労働力の養成体系の拡充・改善  教育省、労働省   
女性関連情報のネットワーク構築   政務第2室   
女性発展基本法の制定   政務第2室   
マスコミを通じた性差別意識の改善   広報処、政務第2室  
世界化推進委貝会（1995）：617－618より作成。   
ラダイムへの変化が必要であると訴えた。そして新しいパラダイムへの変化なくして  
国家発展はない、国家発展の前提は女性発展で、女性発展は女性のあらゆる分野への  
参画によって達成できる、その達成レベルは「グローバル・スタンダード」というロー  
ド・マップを提示し、10月末に「女性の役割と女性の地位の世界化案」として「女  
性の社会参与10大課題」（以下10大課題と略称）をまとめた。その10大課題の一つ  
に女性の参画を妨げる諸因を取り除く法制度として女性発展基本法が位置づけられた  
のである。外国の立法例としてノルウェー、デンマーク、オーストラリア、フィンラ  
ンド、ドイツそして中国が挙げられている49。国会本会議では、国連のGDI、GEM  
指数と韓国の占める地位が挙げられ、女性の参画の遅れが指摘された。その間題を解  
決すべく世界化推進委貝会の10大課題はまさに時宜を得たものと評価され、女性の  
参画を保障する制度的装置としての女性発展基本法に盛り込むべき内容について質問  
がなされた50。  
5．2．女性発展基本法   
女性発展基本法は、世界化推進委貞会女性小委員会の10大課題の発表後わずか2ケ  
月で、与党民自党（民主自由党。新韓国党に改名）のジュ・ヤンジャ女性議員、その  
他22人の発議で国会に提出された。民自党は11月党政協議で女性発展基本法案を固  
めた。会議にはジュ・ヤンジャ党女性委員長、ジョン・オクスン党女性局長を始め、  
財政経済院、保健福祉省51、労働省、法制処、政務第2重からスタフが参加し、ソン・チャ  
ンヒ韓陽大学法学部教授、キム・スタジャ明知大学法学部教授、韓国女性開発院のキ  
ム・エルリム研究委貞等10人の学者がブレインとして活動した52。「女性の参加は雇  
用分野の課題だけではない、家庭・社会・国家の発展に男性と同等の立場で参与出来  
るように我々の意識と行動の変イヒを導きべく、政治・経済・社会・文化のあらゆる分  
野における男女差別をなくし、対等な参与を保障し、共同で責任を負うように」とい  
うのが基本方向であった53。野党新政治国民会議は急いで代案としてソン・セイル議   
Ⅰ5（）李芝英  
員、その他64人の発議で「男女平等基本法案」を提出した。「女性発展基本法案」よ  
り国と地方自治体の賓務を明確にし、男女平等措置の内容も具体的で、実施機構も明  
示していて体系的ではあるものの、掲げる政策理念と法案の内容は「女性発展基本法  
案」と同様のものであった。   
だが、国会審議で野党は代案は提出しているものの、女性発展基本法の所管省庁は  
政務第2室になっているにも関わらず議員立法として法制化を進めている軌圭1を質し  
ながら、各界の意見や国民の世論収赦の過程を経ていないこと、法の形式が基本法で  
あることを勘案しても法案の内容が宣言的で明確でないこと、実施する機椰や予算問  
題を曖昧にしたまま法制化を急ぐあまり実効牲を欠いていることを問題として挙げ  
た。実際、党レベルの公聴会も開かれていなかったのである。野党は同法を女性の憲  
法として位置づけ、その重要性を鑑みると女性のみならず男憎三、専門家、女件団体を  
始め、社会各界の意見が話し合われる議論の場を設けるべきだとしてⅠ垂l会法に基づく  
公聴会を開くことを求める一方、政務第2室の限界を挙げ、どの機構が実施していく  
のか、女性省も視野に入れた政府組織改編や予算問題も含めて慎重に検討していくべ  
きだと主張した。   
これに対して政務長官は、「10大課題は世界化抑遊説題でもあり、10火課題は来た  
る21世紀の世界化・情報化時代を迎え、『女性の役割と地位のl叶＿l二』に向けた「まっ  
たなし」の課題であり、その課題の一つである同法の制定は10大課題を進める法的  
根拠となるものである。女性政策を担当する我が峯としては10大課題を実行するた  
めには同法の早期法制化が望ましく、今国会での成立をI≡川旨して議員立法の形をとっ  
た」と答弁した。与党新種同党は「女性発展基本法は女性団体からの安望もあり、ま  
た北京行動綱領の要論をクリアするものでアジアでは先進の例となるだろう。公聴会  
を開いたり、政府組織改編まで議論しては今国会での成立は排しい。憤鵡に検討する  
のもいいが、時期にかなった法制化が大事だ」とした5′1。，結局女性発展基本法の公聴  
会は開かれず、「女性発展基本法案」と「男女平等基本法案」を調整した行政委員会  
代案「女性発展基本法案」として国会本会議に提出、成立したのである55。，   
女性発展基本法は総則に目的と基本理念、国・自治体・国民の責務、必要な法制上  
または財政上の措置、施策等には基本計画の策定、意識の浸透、女性団体への支授 
推進体制を挙げている。必要な法制上の措置として暫定的優遇措置、女性の参画の強  
化、母性保護、女性と家族の福祉増進を、財政上の措置としては女性発展基金の設慣  
を盛り込んでいる。特記すべき点は、基本理念に「個人の尊腋を基礎に男女平等の促進、  
母性の保護、性差別意織の解消及び女性の能力開発を通じて健康な家庭の具現と国家一  
社会の発展に男女が共同で参与し、責任を分担できるようにする」と「ジェンダー平等」  
をはっきりと掲げていることである。女性発展基本法に基づいて1997年に第1次女性  
政策基本計画（1998年…2002年）が策定された。女性発展基本法は地方自治体に国の   
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女性政策基本計画に合わせて基本計画を策定することを義務付けているが、2006年10  
月現在、19の広域自治体（日本の都道府県に当たる）のうち16の広域自治体が策定し、  
女性発展基本条例も制定している。同自治体は女性発展基金も造成しているが、女性  
に関する予算の一般会計に占める割合の平均は3．93％であった56。基礎自治体（日本  
の市町村に当たる）では2003年現在、全国364のうち143の基礎自治体が女性政策に  
関する基本計画を、137の基礎自治体が女性発展条例を制定している。女性発展基金  
を造成しているところは64であった。基礎自治体になると女性発展基本法の実施が  
遅れているが、2001年女性省新設以降、急ピッチでに進んでいる57。  
5．3．男女雇用平等法の改正   
北京会議と北京行動綱領を巧みに利用しながら「ジェンダー平等」を「女性政策の  
世界イヒ」、それに向けた「女性発展」とフレーミングした世界化推進委員会女性小委  
員会によって女性政策のパラダイムを変化させる重要な女性発展基本法が制定される  
なか、男女雇用平等法も次々と改正された。1993年の「ソウル大学り助手事件」は  
高裁で「一般人の常識から判断して違反行為ではない」とされたが、1998年の最高  
裁判決で違反行為と認められた。その背景には北京会議の影響がある。北京行動綱領  
は条約では扱っていなかった女性に対する暴力を性差別の問題、人権問題として掲げ、  
セクシュアル・ハラスメントも暴力と定義したのである58。「ソウル大学り助手事件」  
を機に女性団体、市民団体を中心に発足した共同対策委員会は「セクシュアル・ハラ  
スメントは女性の人権侵害」とうったえる運動を繰り広げた59。1999年には片面性を  
残しながらも間・接差別概念を導入し、セクシュアル・ハラスメントを規制する内容を  
盛り込んだ男女雇用平等法改正が行われた。この改正は間接差別の概念、積極的差別  
是正措置、職場におけるセクシュアル・ハラスメントの禁止を規定する先進国の男女  
雇用平等法制に近づけるものでもあった。1997年末から始まったIMF救済金融で「グ  
ローバル・スタンダード」の流れは一層強まり、もはや企業も経済的合理主義や不公  
正、不透明な企業慣行に甘んじることは出来なくなっていたのである。   
2001年には更なる改正が行われ、片面性の撤廃、育児休暇の有給化が盛り込まれ  
た。一方1953年に制定されて以来長い間維持されてきた勤労基準法の女性保護規定  
に変化があり、60日間の産前産後休暇の90日間への拡大と「母性保護」を強化する  
一方、初めて時間外・深夜・休日労働の禁止条項が緩和されたのである。2000年2  
表3 環境労働委員会公聴会陳述人  
キム・ヨンベ（男性）   韓国経営者総協会取締り役   
オム・ギウン（男性）   大韓商工会議所取締役   
キム・エルリム（女性）   韓国女性開発院主席研究委貞   
イ・ジョンシク（男性）   韓国労総対外協力本部長   
第215回国会環境労働委員会12次会議録より作成：職業・職位は当時のも甲である   
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月のmO第88回総会で産前産後休暇を12週から14過に拡大する母性保護条約が採  
択されたことを受け、政府内で母性保護強化の議論が活発になり、与党民主党のハン・  
ミョンスク議員発議、野党新韓国党のキム・ジャンスク議員発議で母性保護強化を内  
容とする男女雇用平等法改正案、勤労基準法改正案が国会に提出されたのである。両  
法案を調整して環境労働委員会代案が提出されたが、拡大した30日分の費用負担と  
流産・死産休暇、胎児検診休暇、介護休暇をも盛り込んだ同代案の内容は使用側を始  
め、関係省庁、女性団体、労働団体間の激しい政策理念の対立の引き金となり、国会  
法第58条に基づいて環境労働委員会において公聴会が開かれるようになった伽。   
使用側は産前産後休暇拡大の前提として費用の国庫負担、育児休暇の無休化、生理  
休暇の廃止を含む勤労基準法女性保護規定の膚和ないし廃止、流産・死産休暇、胎児  
検診休暇、介護休暇の削除を主張した。「『母性保護』も、母性保護と関係のない生理  
休暇等『一般保護』をもと両方主張しては女性の雇用はさらに厳しくなる」とし、特  
に生理休暇の廃止を強く求めたのである。さらに「IMF危機から立ち上がろうと全  
努力を傾注している今の厳しい経済状況下で、先進国にも前例のない生理休暇を有給  
で与えながら、経済水準が韓国より3倍も高い先進国のレベルに合わせた法案内容で  
は、韓国経済は破綻し、韓国の先進国入りは甚だ困難になる」という立場を示した。  
これに射し、労働側は「女性の妊娠・出産に関わる『母性保護』は女性個人の間邁で  
はなく、健康な次世代の生産という社会存続の基本問題であり、家庭と仕事の両立が  
難しい現状で高学歴、高技能を有する女性労働者が妊娠・出産を理由に労働市場から  
退出していき、経済に多大な損失をきたしている」とし、流産・死産休暇、胎児検診  
休暇、介護休暇を含む「母性保護」の強化を主張した。生理休暇に対しては、先進国  
に前例はないものの、先進国には病気休暇制度が充実していることを挙げ、生理休暇  
の無給化61や廃止意見に反発したのである。学者からは「21世紀は世界化、知識情  
報化が本格化する時代で、家庭と社会において女性と男性が相互理解と協力を基に共  
同で参与し、共同で責任を負う新しい社会システムの構築が求められている。女性の  
活用とそれを保障するための男女雇用平等法の強化は世界化時代の重要な国家発展戦  
略である」という見解が述べられ、「1995年に制定された女性発展基本法に『母性保護』  
とその費用の社会化が義務付けられている」ことが挙げられた62。   
費用負担をめぐっては、先進国では産前産後休業中の所得補填は医療保険で行われ  
ているのが一般的であるが、深刻な財政赤字を抱える医療保険の主務省庁である保健  
福祉省の反対が強く、m4F危機の際に創設され、財政事情に余裕のある雇用保険か  
らという意見には労働省が難色を示した。また与野党議員の間でも「母性保護」をめ  
ぐる見解が分かれ、男女雇用平等法改正案、勤労基準法改正案は翌年の臨時国会での  
継続審議となったのである。2001年の臨時国会では、合計特殊出生率1．42が問題と  
なり、少子高齢化に対応するためにも「母性保護」は強化されるべきだという意見が   
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出された。審議の末、流産・死産休暇、胎児検診休暇、介護休暇は削除され、産前産  
後休暇の強化、雇用保険での所得補填、育児休暇の有給化とともに時間外・深夜・休  
日労働の禁止の綾和が決まったのである63。生理休暇は有給のまま存置されることと  
なった。  
5．4．女性省の発足   
韓国の女性政策のパラダイムを変化させるもう一つ重要な変化が起こった。女性政  
策の権威が女性省にシフトしたのである。これまで韓国の女性政策の推進体制は二重  
構造を有していた。「国連婦人の10年」の影響で「平等」を進める女性政策機構を求  
める声は高まり、1988年政務第2室が復活したが象徴的機構にとどまり、女性政策  
推進体系は保健福祉省家庭児童局、労働省婦女少年課と婦女指導官、政務第2室とい  
う二重構造となったのである。1997年の大統領選挙で女性省あるいは大統領直属の  
女性特別委員会の新設を公約に掲げたキム・デジュン候補が当選、女性政策機構を行  
政の最高レベルに置くことを求める北京行動綱領の影響をうけ、政務第2室が廃止さ  
れ、1998年大統領直属の女性特別委員会が設置された。女性省新設への期待は高まっ  
たものの、女性省新設はIMF救済金融体制の下、キム・デジュン政権が掲げる小さ  
い政府に逆行するものであったのある。だが、同委員会に法案の提出権や政策の執行  
権はなく、機能は省庁間の調整に制限された。同委員会委員長は長官級ではあったが、  
国務委員ではなく、省庁の長官が出席する国務会議には出席できず、他省庁の長官を  
相手に協力を要請し、女性政策の調整を行うにも限界があった。女性政策機構の象徴  
性において政務第2室とさほど変化はなく、女性政策の推進体制における二重構造は  
続いたのである別。   
2000年1月キム・デジュン大統領は年頭記者会見で女性省新設を発表した。その  
背景にはIMF救済金融体制から経済の立ち直りの兆しが見え始めているという判断  
があった。まず、13人の研究員から成る女性省研究チームが組織され、女性省新設  
の必要性を理論的に研究し、省庁間の意見調整を行った。「業務中心に編成されてい  
る行政機構に対象中心の女性省が出来ると行政に混乱を招きかねない、先進国に対象  
中心の女性省の例が少ない」と保健福祉省から強い反対があったが、女性特別委員会  
が開いた公聴会を経て、女性省は2001年に発足したのである。公聴会では省名をめ  
ぐって女性省ではなく、「男女平等省」、「両性平等省」にすべきであるという意見が  
出され、また設立案としては女性省独自の案、家族関連業務を統合した女性家族省の  
案、青少年問題と一緒に推進すべきであるとする女性青少年省の案が出された。省の  
権限においては教育省、保健福祉省、労働省から女性の参画と地位向上に関する業務  
の移管を主張する案と女性の参画と地位向上に関する業務を現状通り関係省庁が担当  
し、その総合調整、企画、モニターに徹するのが効率的であるという案が提示された。   
160 李芝英  
様々な意見を調整して女性特別委員会は6月に女性省として単独での設立、総合調整、  
企画、モニターの他、法案提出、政策執行の権限、教育省から女性人材育成と教育に  
関する業務、労働省から「働く女性の家」業務、保健福祉省から性暴力、家庭内暴力、  
従軍慰安婦、売買春防止に関する業務の移管を内容とする「女性省推進基本案」をま  
とめた。女性省は2001年ほぼ同基本案通り新設された。初代長官には女性団体連合  
の代表、1988年に創刊した女性新聞の準備委貞を経て2000年にキム・デジュン氏率  
いる新千年民主党の勃起人として政治に入門し、2000年男女雇用平等法改正案を発  
議したハン・ミョンスク議員が選ばれた65。   
女性省新設をうけ、2001年女性発展基本法は改正され、国と地方自治体の女性政  
策評価制度、女性政策審議会である女性政策調整会議の新設、1995年女性発展基本  
法成立で6つの省庁に置かれた政策担当官を女性政策責任官に昇格して全省庁に拡大  
する内容が盛り込まれた。かくて「ジェンダー平等」は国と地方の連携の強化と全省  
庁体制で強力に進められるようになったのである。  
6．むすび  
戟後、韓国の女性政策はGHQの占領政策の一環として進められ、男女平等がうた  
われた大韓民国憲法が制定されたものの、男女平等を具体化する個別の法律は制定さ  
れず、「平等」は制度化出来なかった。一方「保護」は女性保護を規定した勤労基準  
法の制定とそれを主掌する労働省勤労基準局の婦女少年課、そして一般女性の保護に  
重点を置く保健社会省の家庭児童局の制度化をもって女性政策のパラダイムとして以  
降の女性政策を推進していく。だが、国家主導の経済開発政策の下、労働運動が規制  
されたなか、勤労基準法の施行と労働省への昇格には時間がかかり、女性にとって「保  
護」は長い間最も解決されるべき問題であり、「保護」を求める要求は高まったので  
ある。   
そうした保護パラダイムは国際婦人年を機に注入された「平等」に揺れ動き、日本  
の均等法をモデルに男女雇用平等法が制定されるものの、均等法の限界をそのまま抱  
えての施行となる。男女雇用平等法は改正運動に参加した女性団体、労働団体、学者、  
女性国会議員の連携により強化されるが、勤労基準法の生理休暇等女性保護規定も憲  
法の「母性保護」条項と条約の「母性保護は差別と見倣してはならない」という規定  
を掲げ、国際的に廃止ないし横和の傾向にある「一般保護」をも女性の身体に関わる  
「間接的母性保護」と解釈する上記の連携により維持、強化されたのである。「平等」  
を進めるなら女性保護規定の撤廃を求める使用側を中心に「『保護』も『平等』もと  
いうのでは経済成長に支障がもたらされ、かえって女性の雇用の妨げになる」という  
主張が広まり、保護パラダイムの下、「保護」と「平等」をめぐる緊張が高まっていく。   
韓国における女性政策のパラダイムの変化16l  
一方女性政策の権威として新たに政務第2室が復活するものの、他省庁に比べ地位や  
権限が弱く、省庁間の調整が主な機能で、その調整機能も十分発揮できない象徴的な  
機構にとどまる。保護パラダイムは男女平等をめぐる諸問題に対処し切れず、理念と  
政策手段の間に乗離が生じていった。   
そうしたなか、北京会議の影響で新たに登場した「ジェンダー平等」は、世界化推  
進委貞会女性」、委員会の世界化に向けた「国家発展戦略」としての「女性発展」とい  
うフレーミングにより、女性政策の理念の中で主導権を握った。「ジェンダー平等」  
を進める法的基盤として位置付けられた女性発展基本法の制定、それに基づく女性政  
策基本計画が国と自治体で進められ、個別法としては性暴力、家庭暴力の処罰と被害  
者保護に関する法律が制定66される。男女雇用平等法においてはセクシュアル・ハ  
ラスメント条項が新設、育児休暇の強化と男性への拡大が図られ、長期間堅持されて  
きた勤労基準法の女性保護規定は「母性保護」は強化され、「一般保護」はようやく  
横和に向かう。女性政策の権威は政務第2室から女性特別委員会を経て女性省67へと  
シフトし、女性政策のパラダイムは「保護」から「ジェンダー平等」へと変化したの  
である。   
以上で、本稿は韓国における女性政策の変化の過程を、政策パラダイム論とそれを  
補完するフレーミング論を用いて考察したが、課題も残っている。韓国の女性政策は  
日本の労基法と均等法の影響をうけながら「保護」から「ジェンダー平等」へと類似  
の変化パターンを示すものの、保護的要素を強く残している一方で、国際的水準に近  
づける政策手段が取り入れられている。両国における類似した女性政策のパラダイム  
変化とその変化の度合いの差異をもたらす要因を、比較などを通じて説明することが  
今後の課題として残されている。  
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